
デジタルプラットフォーム
と

プラットフォームワーカー
をめぐる状況

※本報告で扱うのは、あくまでもデジタルプラットフォームを
めぐる一般的な状況。

労働安全衛生の問題については三柴報告を参照。

鹿野菜穂子 （慶應義塾大学教授、専門は民法）
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（１）デジタル社会の進展とプラットフォーマーの影
響力の増大

●ＩＴ技術の進展とインターネットの普及

⇒インターネットによる取引－－特にデジタルプラットフォーム（以
下「PF」）を介した取引－－が増大

●働き方への影響

： 働き方の多様化は、デジタルプラットフォームの外でも既に進ん
でいたが、プラットフォームを介して、発注者 に対して労務の提供
や労働の成果物の提供を行うという働き方が、急速に拡大してきた。

このような働き方を「プラットフォームワーク（ＰＦワーク）」、働き手
を「プラットフォームワーカー（ＰＦワーカー）」という。
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(2)検討対象とされるＰＦとＰＦワーカー
●マッチング型ＰＦ

：ＰＦには、①取引を仲介するマッチング型と、②ＳＮＳ
や動画配信サイトのような非マッチング型がある。ＰＦ
ワーカーが関わるのは、マッチング型ＰＦ。

●雇用類似就業者（フリーランス）

：ＰＦによってマッチングされる働き方も多様だが、ＰＦ
ワーカーの保護は、従来、雇用類似就業者（フリーラン
ス）の保護の問題の一環として、議論されてきた。
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（３）仕事仲介ＰＦの多様性

●仲介される仕事の内容の特定、専門性、裁
量性や、契約形態などは様々。

●仕事の内容や報酬決定に対するプラット
フォーマーの介入の度合いも様々

：純粋に仲介をするに過ぎないＰＦも存在する
が、プラットフォーマーが契約内容に大きく介
入しているケースも見られる。
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（４）ＰＦワーカーの特徴（従来型のフリーランス
と異なる特徴）
・ＰＦワーカーは、ＰＦを介して役務を提供する（契
約としては、三者関係、四者関係の契約）

・ＰＦが、その利用規約において、就業に関する重
要なルールを決めていることも少なくない。

・ワーカーは、単発的で細分化されたタスクに従事
することが多い。

・ＰＦにおいて、アルゴリズムを利用した評価シス
テムが活発に利用される傾向がある。
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（１）プラットフォーマーの役割と責任をめぐる議論

ＰＦを介した取引では、

・プラットフォーマーが準備した規約（約款）に従って、

①プラットフォーマーと一方のＰＦ利用者（販売事業者・
発注事業者）との間の利用契約、

②プラットフォーマーと他方のＰＦ利用者（購入消費者、
仕事受注者であるワーカー等）との間の利用契約締結。

・③ＰＦ利用者間で、商品や役務提供に関する契約を締
結（ＰＦワークの場合、ＰＦ利用者である発注者と受注者
（ワーカー）との間で、就業に関する契約締結）

［三面契約（一部では四面契約の場合もある）］。
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 プラットフォーマーは、

 規約（約款）を通して、あるいは、ＰＦ上の表示の
設定やＰＦにおいて収集された情報に基づく検索
クエリーの結果表示をとおして、取引に様々な影
響を及ぼしている。

 ⇒商品や役務提供の契約当事者だけでなく、

 プラットフォーマーについても、その利用当事者に
対する関係で、その役割に応じた義務と責任を負
うべきではないかという議論。
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（２）日本における近時の主要なＰＦ関連立法

①特定デジタルプラットフォームの透明性及び公
正性の向上に関する法律（令和２年制定、令和４年
５月２５日施行）（透明化法）

ＰＦの果たす役割の重要性の増大

⇒「特定デジタルプラットフォーム」（特定ＰＦ）を指定
し、特定ＰＦ提供者（プラットフォーマー）が、提供条件
等の開示し（５条）、透明性及び公正性についての評
価その他の措置を講ずべき（６条）とすること等により、
ＰＦの透明性・公正性の向上を図る。
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②取引デジタルプラットフォームを利用する
消費者の利益の保護に関する法律（令和３年
制定、令和４年５月１日施行）［取引ＤＰＦ法］

 ： 「取引デジタルプラットフォーム」（当該ＰＦを利用
して消費者と事業者が商品や役務の有償取引をす
るもの）を利用する消費者の利益保護を目的として、
プラットフォーマーの努力義務、消費者による販売
業者情報等の開示請求、官民協議会の設置等を規
定。
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（１）判例 （欧州司法裁判所のＰＦ関連判例）

以下の判例では、

直接的には、市場参入制限の適用の有無（⇒当該
事業者違法か否か）等が問題となったが、

実質的には、当該プラットフォーマーは単なる仲介
者に過ぎないのか、それとも、ＰＦを経由して提供さ
れているサービスを、プラットフォーマーが自ら提供
しているとみられるのかが問題となった。
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①Ｕｂｅｒ Ｓｐａｉｎ 事件判決（Ｃ－４３４／１５）
Ｕｂｅｒ Ｓｐａｉｎが、タクシーライセンスを得ずに、プロでは
ない運転手と運輸サービスを望むユーザーとの間でのオ
ンデマンド予約サービスを提供。
⇒Ｕｂｅｒ Ｓｐａｉｎは、自ら運輸サービスを提供している者
である（したがって違法）と判断。

②Ｕｂｅｒ Ｆｒａｎｃｅ事件判決（Ｃ－３２０／１６）
Ｕｂｅｒ Ｆｒａｎｃｅが、①と同様のオンデマンド予約サー
ビスを提供。⇒ここでも、裁判所は、Ｕｂｅｒ Ｆｒａｎｃｅは、
自ら運輸サービスを提供している者である（したがって
違法）と判断。
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③Ａｉｒｂｎｂ Ｉｒｅｌａｎｄｅ事件判決（Ｃ－３９０／１８）

Ａｉｒｂｎｂが、建物等の仲介や管理の事業のライセンスを
得ずに、建物賃貸希望者と宿泊希望者とをＰＦでマッチン
グする有料サービスを実施。⇒Ａｉｒｂｎｂが自ら宿泊サービ
スを提供しているわけではない（したがって合法）と判断。

④Ｓｔａｒ Ｔａｘｉ Ｒｏｍａｎｉａ事件判決（Ｃ－６２／１９）

Ｓｔａｒ Ｔａｘｉ が、タクシーのライセンスを得ずに、タク
シー運転手とユーザーとをマッチングさせるアプリを運用
⇒自らタクシーサービスを提供している者には当たらない
（したがって合法）と判断。
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＜これらの判例で用いられた判断基準＞

単なる仲介を超えた存在？

①当該サービス提供のための代替的手段の有無。

②ＰＦが、サービスを提供しているＰＦユーザー（運
転者等）に対して、決定的な影響力を有しているか

・価格の設定および支払プロセスへの関与の有無

・サービス提供者（運転手等）に対するプラット
フォーマーによる管理および排除可能性の有無
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（２） ＥＬＩモデル準則

：ヨーロッパ法協会（Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｌａｗ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ）

２０１９年に「オンラインプラットフォームに関するモ
デル準則」を策定。

特にその２０条では、

「支配的影響力」を有することが、

プラットフォーマーの契約責任（ＰＦを介して行わ
れる取引に関する一定の責任）を負わせるための
基準として用いられている。 （←判例の影響）
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（３）デジタル・サービス法（ＤＳＡ）

デジタルサービスを、４つの層（仲介サービス、
ホスティング・サービス、オンライン・プラットフォー
ム、巨大オンライン・プラットフォーム）に分け、

この順に義務を加重（オンライン・プラットフォー
ムでも、零細・小規模事業者には基本的に免除）。

透明性に関する義務

消費者と事業者との取引マッチングの場合は、
事業者のトレーサビリティー確保義務等。
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デジタル・サービス法の中にも、

欧州司法裁判所の上記判例の影響の痕跡がみられ
る規定がある（ここでは詳細省略）

（４）デジタル・マーケット法（ＤＭＡ）

ゲートキーパーという概念を立て、

ゲートキーパーに課される種々の義務等を規定

（５）労働に関して・・

ＥＵの ＰＦ労働条件指令案 （ここには、アルゴリ
ズム管理等についても規定が置かれている）
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以上は、ＰＦをめぐる主に取引法的な議論と立法の紹
介。・・・安全衛生上の問題に直結はしない。

 もっとも、以下の点は指摘できるのではないか。

●ＰＦワーカーの増加⇒ワーカー保護は大きな課題。

●ＰＦワーカーの就業態様の多様性⇒多様性を踏まえた
規制の在り方を検討する必要性

●ＰＦワーカーに対するＰＦの介入・影響力の多様性⇒契
約形式上は発注者とは異なるプラットフォーマーにも、安
全衛生に関する一定の役割を担わせるべき場合が考え
られるか。

（民法の［信義則に基づく］安全配慮義務、不法行為にお
ける報償責任・危険責任の基礎にある考え方との関係）


